
  

都道府県労働局長 殿 

基監登 第 1001002  号 平成 5 年 穏 肩 口口 

厚生労働省労働基準局監督課長 

「短時間労働者の 雇用管理の改善等に 関する法律の 施行 

に 伴 う 短時間労働者対策の 推進に当たって 留意すべき事 

項について」の 一部改正について 

事業主が講ずべき 短時間労働者の 雇用管理の改善等のための 措置に関する 指 

針の一部改正については、 「「事業主が 講ずべき短時間労働者の 雇用管理の改 

善 導 のための措置に 関する指針」の 一部改正について」 ( 平成 15 年 8 月 25 日 

付け 基発第 0825003 号、 職登第 0825003 号、 能登第 0825002 号、 雇 児 登第 

08225002 号 ) により、 通達されだところであ るが、 今般の指針の 改正に伴い、 

下記のとおり 平成 5 年 12 月 1 日付け 基監登 第 46 号「短時間労働者の 雇用管理 

の改善等に関する 法律の施行に 伴う短時間労働者対策の 推進に当たって 留意 づ - 

べき事項について」を 改正したので、 これが取扱いに 遺憾なきを期されたい。 

- 一 一 一 - Ⅱ 己 

1  記の上の (2; 申 「において示され だ 点」を「の記の 2 の「 @1¥ 」に改める。 

2  記の丁の (3) 申 「 法 第 10 条」の下に「第 1 項 」を、 「厚生労働大臣」の 丁 

 
 

  

 
 



に 「 ( 法 第 10 条第 2 項により一部を 都道府県労働局長に 委任。 以下同じ。 ) 」 

を、 「報告の徴収 又は 助言、 指導若しくは 勧告」の下に「 ( 以下「助言等」   

という。 ) を 加え、   「あ る。 」を「あ ること。 」に、 「本条に定める 助言、 指導 

又は 勧告」を「本条に 定める助言等」に 改める。 

3  記の 2 の標題 申 「 ( 以下「相談等Ⅰという。 ) 」を削る。 

4  記の 2 の (2) の②のハ中「 法 第 10 条に基づく報告の 徴収 又は 助言、 指導若 

しくは勧告に 関する処理を 行 う こともあ るので、 事案の内容及び 処理経過を 

取りまとめの 上、 本省と協議を 行 う こと」を「事案の 内容及び処理経過を 踏 

まえた上で、 必要に応じて 法第 10 条 ヰこ 基づく助言等に 関する処理を 行 うこ 

と 」に改める。 

5  記の 2 の (2) の②の二を次のように 改める。 

二 なお、 上記 法 第 10 条に基づく助言等のうち、 厚生労働大臣が 全国的 

に重要であ ると認めた事案については、 本省において 処理を行 う ものも 

古 """ 
あ るので、 当該事案に該当すると 考えられる場合にば、 事案の内容及び 

処理経過を取りまとめの 上、 本省に協議すること。 

 
 

 
 



「
 

策
 

短時間男 

  の推 遡 ， こ 

目 
(2) 法族 

る 持僧 

慮 」に 

丁日 仁 

  
  

意 する 

(3) 法簾 

働 大臣 

一部を 

以下宿 

短時 昆 

毎 % を 匡 

るとき 

キ旨導芽 

  
及び明 

を履絶 

て、 こ 

左単楯 上 刃 。 

であ る 

し ； 

( 参考 け 

  働 者の雇用管理の 改善等に関する 法律の施行に 伴 う 短時間労働者対 

当だって留意すべき 事項について」の 一部改正について 折口対照表 

改 正 後 

コ考え方 

冑 3 条及び指針第 2 に定 

め条件に係る「均衡等㏄ 

: 関しては、 平成 5 年 12 

トげ 基盤登第 45 号、 婦労 

音、 業調 発 第 60 号 、 開 

音「短時間労働者の 雇用 

定書等に関する 法律施行 

ま 進に当たり留意ずべき 

J いて」の記の 2 のほ ) に 

，ヒ ナと 。 

; 10 条第 1 項でぼ、 厚生 

L ( 法第 ㈹ 条 第 2 項によ 

] じ 。 ) は 、 事業主に対し、 

日労働者の雇用管理の 改善 

コ るため必要があ ると認、 め 

・ ぼ 、 報告の徴収又は 助言、 

牙 しくは勧告 ( 以下「助言 

Ⅱ、 ぅ 。 ) をすることができ 

二 めているが、 これは、 法 

旨針 に定められた 努力義務 

テ していない事業主に 対し 

: れを履行させるための 厚 

ぁ大臣の権 限を定めだもの 

， -  」 と 0 

" しながら、 労働基準監督 

 
 

現 ノ イ了 一 - 

 
 

 
 

 
 

メ
 
労
る
は
 

差
そ
 
汲
を
て
 

生
て
 

 
 

 
 

指
る
 

日
 
1
 

3
 

 
 

 
 

l
 
イ
 
人
 

しかしながら、 労働基準監 叔
目
 

 
 

」
 

「
 1
 !
@
 カ
 
コ
石
 "
 
溌
溌
措
撲
  

 

目
び
履
 
、
 労
あ
 



 
 

機関においてば、 この種の指導 

。 勧奨 は 従来から監督活動の 一 

環 として行ってきたところであ 

るので、 相談等の際又 は 監督 指 

導 時において事業主が 努力義務 

を 履行していない 事実を把握し 

た場合であ っても、 ただちに 本 

条 に定める助言等を 行 う のでは 

なく、 後記 2 及び 3 に示すとこ 

ろにより、 指導。 勧奨を行い、 

短時間労働者の 適正な労働条件 

の 確保を図ることとするもので 

あ ること。 なお、 この場合、 局 

長 通達 記 第 2 本文なお書も こ 留意 

すること。 

2  法及び指針に 関連する相談等の 
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ので、 当該事案に該当すると 

考えられる場合にほ、 事案の 

内容及び処理経過を 取りまと 

めの上、 本省に協議すること。 @ 

 
 

議 を行 う こと。 

二 なお、 法及び指針のうち 労 

働基準局の所掌に 係る部分以 

外のものについての 相談等に 

ついては、 適切な関係行政機 

関等を紹介すること。 

 
 

 
 

      




